
１　総括１　総括１　総括１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成２２年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項

平成１８年４月１日～平成２１年３月３１日までの間、管理職手当を３５％～４０％減額し、

平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日までの間、管理職手当を３０％～４０％減額し、

平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日までの間、管理職手当を２０％～３０％減額しています。

平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日までの間、管理職手当を１０％～２０％減額しています。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３　日光市については、平成１８年３月２０日に市町村合併したため、平成１８年より前のラスパイレス指数の表示

　はありません。

（参考）類似団体平均

千円　　　　　千円

548,287 1,431,164

２２年度

２２年度
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　　　　Ａ
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日光市の給与・定員管理等について

歳 出 額

Ａ

住民基本台帳人口

（H22.4.1）
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Ｂ
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人
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千円

5,959

平成１８年３月２０日に、旧今市市、旧日光市、旧藤原町、旧足尾町及び旧栗山村が市町村合併しました。
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２　一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在）２　一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在）２　一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在）２　一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在）

　　　　 （単位：円）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況３　職員の平均給与月額、初任給等の状況３　職員の平均給与月額、初任給等の状況３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

参　考

歳 人 円 円 円 歳 円 －

歳 人 円 円 円 歳 円 1.292

歳 人 円 円 円 歳 円 1.173

歳 人 円 円 円 歳 円 1.603

歳 人 円 円 円 歳 円 1.49

歳 人 円 円 円 歳 円 －

歳 人 円 円 円 歳 円 －

歳 人 円 円 円 歳 円 －

歳 人 円 円 円 歳 円 －

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものでは

　ありません。

※年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては

　前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

区　　分 平均年齢

52.4

49.5

50.6

区　　分

平均給与月額

295,000

3,689

305,800

318,700

321,723

283,862

305,529

7

334,759

平均給料月額

うち給食調理員

5,107,490

5,454,427

うち用務員

51

11

日光市

うち清掃職員

国

4,781,848

4,638,614 －

2,943,200

国

日光市 5,051,982 － －

5,269,173

3,289,600

278,200

1.66

1.74

うち用務員

うち自動車運転手

うちその他

栃木県

うち給食調理員

日光市

栃木県

類似団体

区　　分

332,547

413,074

43.7

327,205 －

401,218

44.1

42.3

410,851338,20044.3

209,700

－

44.6

42.9

民　間

Ａ／Ｂ

平均給与月額

290,600

260,400

平均給与月額

平均年齢

（国ベース）

－

７級

366,200

424,600

364,462

299,562

公　務　員

平均給与月額

258,800

－

－－ －

－

－－

－

－－ －

（Ｄ）

公務員

（Ｃ）

うち自動車運転手

うち清掃職員 4,035,300

319,624

341,727

－

347,693

348,203

336,169

385,718

295,614

372,610

329,465

31

53.1

人数

22

平均年齢

53.7

52.1

51.9

337,730

平均給料月額

375,568

122 304,500

315,900

平均給与月額

（Ａ）

402

類似団体 48.9

民間

参　考

48.7

年収ベース（試算値）の比較

－

321,662

3,461,400 1.38

Ｃ／Ｄ

1.31

313,183

うちその他

（Ｂ）

調理士

－

53.8

56.3

用務員

自家用乗用自動車運転者

290,893

－

458,400

362,919

366,372

397,723

（国ベース）

289,200 320,600

対応する民間

の類似職種

区　　分 １級 ２級

－

廃棄物処理業従業員

317,265

332,689

185,800 222,900 261,900１号給の給料月額

最高号給の給料月額

135,600

243,700

３級 ４級 ５級 ６級

309,200 356,400 390,100 402,500
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（2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※経験年数のみの比較ですので、年齢等は考慮していません。

４　一般行政職の級別職員数等の状況４　一般行政職の級別職員数等の状況４　一般行政職の級別職員数等の状況４　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

（注）１　日光市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

６　　級

標準的な職務内容区　　分

部長、参事

課長、副参事

７　　級

区　　　　分

一般行政職

高　校　卒

中　学　卒 －

高　校　卒

高　校　卒

高　校　卒

－

技能労務職

経験年数１０年

大　学　卒

－

課長補佐、主幹

10.9

129,200

経験年数１５年

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

－

3.0

－

144,500

日　光　市

140,100

栃　木　県

178,800

－

国

172,200

3.2

５　　級

－－

13.0

19

69

82

　　　　　　　　人

職員数

　　　　　　　　人

203 32.3

　

％

２　　級

　　　　　　　　人

１　　級 主事、技師

　

％

３　　級

主任

主査

技能労務職

140,100

係長、副主幹

6.440

　

％

　　　　　　　　人

196 31.2

20

　　　　　　　　人

４　　級

262,000

　

％

中　学　卒

297,183

－

大　学　卒 172,200

区　　　　　分

一般行政職

358,690

300,800

140,100

－

経験年数２０年

265,700

　

％

－

構成比

　

％

　

％
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（注）平成１８年３月２０日に、旧今市市、旧日光市、旧藤原町、旧足尾町及び旧栗山村が市町村合併したため

　 ５年前の構成比はありません。

（2) 昇給への勤務成績の反映状況（2) 昇給への勤務成績の反映状況（2) 昇給への勤務成績の反映状況（2) 昇給への勤務成績の反映状況

平成２２年度より、人事評価制度を一部試行。

昇給への反映については現在検討中です。

１級

6.4%

１級

4.8%

１級

2.6%

２級

3.2%

２級

4.1%

２級

12.6%

３級

32.3%

３級

35.9%

３級

30.5%

４級

31.2%

４級

27.9%

４級

22.3%

５級

13.0%

５級

13.9%

５級

19.0%

６級

10.9%

６級

9.8%

６級

10.3%

７級

3.0%

７級

3.6%

７級

2.7%
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90%

100%

平成２３年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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５　職員の手当の状況５　職員の手当の状況５　職員の手当の状況５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合）

６月支給分 ６月支給分 ６月支給分

期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

１２月支給分 １２月支給分 １２月支給分

期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　15～22％ ・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）（2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）（2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）（2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職特例措置　３～３０％） （定年前早期退職特例措置　２～２０％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当

（平成２３年４月１日現在）（平成２３年４月１日現在）（平成２３年４月１日現在）（平成２３年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）支給率及び支給対象職員数は平成２３年４月１日現在。

59.28

41.34

0.35

0.65

59.28

国の制度（支給率）

千円

千円

21,578

0.80

国

47.50

0.30

33.50

59.28

0.80

47.50

497

248,859支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

10,476

1.25

59.28

18.0

33.50

59.28

0.35

0.65

１人当たり平均支給額（平成22年度）

6.0

0.65

1.35 0.65

0.80 0.30

国

30.5523.50

1.25

0.65

0.30

1.35

―

0.70

1

支給対象職員数

23.50 30.55

栃　　　　　木　　　　　県

0.70

１人当たり平均支給額（平成22年度）

日　　　　　光　　　　　市

1,611

0.65

41.34

59.28

1.35

日　　　　　　　　　光　　　　　　　　　市

0.701.25

1,437

18.0

12.0

0.35

宇都宮市

東京都のうち特別区

支給実績（２２年度決算）

支給対象地域 支給率

2
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 (4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

256,120

284,887

398

左記職員に対する支給単価

左記に従事した職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度）

徴収事務に、庁外において5

時間以上従事

手当の種類（手当数）

日額４００円

日額４００円

日額５００円

日額３００円

市内1回150円 市外1回200円

日額４００円

日額５００円

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

農薬の散布作業又は実地指

導に従事

左記に従事した職員

左記に従事した職員

左記に従事した職員

１回につき５，０００円

日額３００円

左記に従事した職員

市内1回150円 市外1回200円

左記に従事した職員

左記に従事した職員

左記に従事した職員

左記に従事した職員

農薬散布手当

主な支給対象業務手当の名称

感染症等の患者の収容等に

従事

感染症等防疫手当

33,294

16.4

支給実績（２２年度決算）

税務手当 左記に従事した職員

422

職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

給料月額の100分の２

診療所に勤務する医師が放

射線取扱いの検査等に従事

左記に従事した職員

左記に従事した職員診療手当

診療所に勤務する医師が往

診に従事

診療所に勤務

市内1回150円 市外1回200円

水火災その他の災害発生時

に出動

支 給 実 績 （ 平 成 22 年 度 決 算 ）

水火災出動手当

行旅死亡人等の収容に従事

ごみの収集処理作業に従事清掃手当

行旅死亡人収容手当

左記に従事した職員

左記に従事した職員

野生動物処理手当

用地交渉手当

野生動物の死体処理及び野

生動物の保護に従事

社会福祉手当

5,760

15

救助業務のため出動

救急業務出動手当 救急業務のため出動 左記に従事した職員

往診手当

予防活動手当

放射線取扱手当

生活保護業務に庁外におい

て従事

用地取得等で交渉業務に従

事

救助業務出動手当

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ）

主な支給対象職員

診療所に勤務する医師が予

防接種の業務に従事

職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

6



（6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）（6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）（6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）（6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

　扶養親族あり17,800円

宿直勤務又は日直勤務

に従事した者

86,636

2km以上3km未満　2,000円

距離区分を

細分化

以後2km増すごとに1,000円

を加算した額

借家　上限27,000円

交通用具使用者

異

372,000

234,000

千円

千円

管理職員

1回につき4,000～

12,000円

　扶養親族なし10,200円

(2)その他　　7,360円

(1)世帯主

220,800

0 0千円

87,600

千円

千円

298,80047,808

異なる内容

深夜における正規の勤

務時間中に勤務した者

１時間当たりの給与額

×135/100×勤務時間数

100km以上である場合、

距離に応じて加算

（6,000円～45,000円）

休日等における正規の

勤務時間中に勤務した

者

千円28,798

千円

0

千円

課長補佐25,360円

国の制度

との異同

管理職手当

部長49,560円～

休日勤務手当

住居手当

単身赴任手当

通勤手当

88,800

支給職員１人当たり

（平成22年度決算）

（平成22年度決算）

16,118

139,932

千円

89,280

平均支給年額

76,800

0千円

3,840

同

扶養手当

同

同

同

宿日直手当

管理職特別勤務手当

65,600

週休日又は休日に災害

等により勤務した管理

職員

寒冷地手当

寒冷の地域に居住する

職員（11月～3月）

10,123

同

同

同

交通機関利用者　定期

券相当額（月額限度

55,000円）

配偶者　13,000円

内容及び支給単価手　当　名

子等   　6,500円

月額23,000円

１時間当たりの給与額

×25/100×勤務時間数

夜間勤務手当

3km以上4km未満　2,500円

異動等に伴い住居を移

転し、やむを得ない事

情により、配偶者と別

居する者

異

同

同

支給実績

7級、

6級は30%

5級は20%

の減額

国の制度と

7



６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

円

円

／

円

（ 円 ）

円

円

／

円

（ 円 ）

円

円

／

円

（ 円 ）

円

円

／

円

（ 円 ）

円

円

／

円

（ 円 ）

月分

月分

　　（算定方式） （支給時期）

在職１月につき42/100 任期毎

在職１月につき25/100 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

         勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

７　職員数の状況７　職員数の状況７　職員数の状況７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）　職員数は一般職に属する職員数です。

19,353,600円

410,000

　　（平成23年度支給割合）

2.95

（１期の手当額）

2 2

42

7

　　（平成23年度支給割合）

380,000

市 長 990,000

560,000

その他 47

19

教育部門

合　　計

[                 ］

　

　公会

　営計

　企部

　業門

　等

1,150

商工

土木

157

水道

175

消防部門

一

般

行

政

部

門

民生

衛生

労働

農林水産

計

23

188

1,061

189

＜参考＞

19

81

22

人口1万人当たり職員数１１４．０２人

（類似団体の人口1万人当たり職員数７８．４９人）

小　計

2.95

1

44

246

43

76 74

176

0

△ 1

708

155

職 員 数

48

38

715

4

238

84

△ 101,051

議 長

△ 2 事務の統廃合

△ 7

9,120,000円

主 な 増 減 理 由

収納対策室設置に伴う税務部門の増加

人口1万人当たり職員数７６．８０人

＜参考＞

退職者不補充による

[                 ］

40 △ 7 リフト事業の廃止

1,132

小　計

0

△ 8

議 長

副 市 長

人口1万人当たり職員数１２２．８０人

＜参考＞

期

末

手

当

副 市 長

副 議 長

議 員

市 長

89

下水道

（類似団体の人口1万人当たり職員数５７．７４人）

500,000

395,000

273,000

620,000

802,000

359,000690,000

295,000

△ 18

0

平成23年

税務

38

7

　　　　　　区　　分

　部　　門
平成22年

副 市 長

備　　　　考

総務

議会

△ 1

対前年

増減数

△ 8

0

△ 1

（参考）類似団体における最高／最低額

報

酬

議 員

490,000

760,000

区 分

給

料

副 議 長

退

職

手

当

960,000

給 料 月 額 等

市 長

△ 183

△ 2

8



（2)年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）

　

（3）職員数の推移（3）職員数の推移（3）職員数の推移（3）職員数の推移

（各年４月１日現在）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

　　　２　増減は、平成１８年～平成２３年の増減数（率）です。

766

155184

185

165210

189

8987

1,176

188

211

74

人

24歳 28歳

23歳 51歳

人人

188

人

81

708

47歳

8495

1,2191,290

130

1,340総合計

人

　　　　　　　年

度

部　　門

811一般行政

～

職員数

1232

人 人

35 57

43歳

人

～

35歳 39歳

～～

区　分

32歳

未満

～ ～

20歳

144

59歳

36歳 44歳

101 1,132174 1149

以上

人 人

20歳

～ ～

27歳 31歳

人人 人

48歳

～

40歳

55歳

117155

計

56歳 60歳52歳

～

（△26.5%）

（△12.7%）

過去５年間の

増減数（率）

（△15.5%）

（△37.7%）

0

△ 49

（△0%）

△ 103

△ 56

△ 208

737

189187

715

157

1,1321,150

公営企業等会計計

教　育

消　防

１８年 １９年

796

２０年 ２１年 ２２年 ２３年

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60

年　齢　（歳）

構成比

%
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